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す る要因には、(a)近世期を通 して形成されてきた漁村 ・漁政の歴史的 ・地域的特質と(b)政府の漁政
.という二っの要索があり、この中で府県庁漁政は、㈲政府 と漁村とをっな ぐ制度的媒介としての役
割を果たすと同時に、(a)近世と近代とをっなぐ歴史的媒介 としての役割とを果たした。したがって、
前述 した本稿の課題は、分析手順としては、1近 世 ・近代移行期における漁村と漁政の歴史的な連
続面 ・断絶面に注目することにより、そこから逆に近世における漁村 ・漁政の歴史特質一近世の漁










る漁業構造の展開に関 して全国的な体系を構築 した。すなわち、総百姓共有漁場 ・村中入合漁場が









れて きた。具体的には、同藩では、漁場請負制(運 上金上納 と引き替えに、年期を限って、特定の
個人 ・集団に漁場 占有利用権を与える制度)が 施行され、藩権力が自由に漁場の占有利用権を与え
たり取 り上げたりすることができ、漁民 ・漁村の対領主的な権利がたいへん弱かったとされてきた
のである。これに対 して、第1章 「盛岡藩における漁政 と漁業構造の変容過程」 は、「在地におい
て形成されてきた生産構造が、従来言われているように、藩権力の一方的な事情で簡単に解体 され




るが、その実態は、藩から漁場の占有利用権を与え られた主体(瀬 主 と呼ばれ、多 くは商人資本)




摘 した。つまり、漁場請負制 という制度自体が、村方か らのコンセンサス引き出しという手続 きを
内包 した制度だ ったのである。 このことから、漁場請負制の存在は盛岡藩の 「後進」性を証明する






本の整備費に投入 されていたという事実が しば しば確認 される。第2章 「『漁場ホスピタリティー』
の歴史的展開」では、漁場の果た していたこのような社会的機能を 「漁場ホスピタリティー」と呼
び、それがいかなる歴史的過程を経て形成されてく'るのかを、18世 紀初めか ら近世 ・近代移行期を
通 して分析 した。「漁場ホスピタリティー」に注目したねらいは、前述 した総百姓共有漁場説が、









内の一部上層(瀬 主)に 集中されていく傾向を持っ。 しかし、 この階層分解は、 とくに19世紀前後
になると、村内における階層間矛盾の激化と領主権力による搾取強化の中で、瀬主層の漁場支配に
大きな動揺を及ぼすようになる。そこで瀬主層は、自らの漁場支配を維持す るために、村方に対 し
て丁府(漁 場利益の分配を受ける株)を 割譲 し、村方 との関係、領主権力との関係を再構築 しよう
と試みる。 これは、村内秩序安定化のため、そして漁場利益が広 く村民一般に開かれたものである
ことを領主権力にアピールするために必然化されたものであった。一方、これに対 して村方は、自
主的な貯蓄活動を通して、村方名義の丁府を拡大 していく。 この中で、村方名義の丁府は、近世 ・
近代移行期を通 して、村民共有の 「富」として継承され、漁場利益の一部を村方に還元するシステ
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ムとして機能 していくこととなるのである。本章では、 このような過程を経で形成されてきた 「漁
場亦スピタリティー」を<18世 紀後半以降における階層分解の進展の中で、近世村落が強化 ・獲得
していくホスピタリティー ・システムの漁村的形態〉 と定義 した。すなわち、漁 場利益の分配 とい
う観点か ら見た時、18世 紀後半以降に漁場をめ ぐって形成される社会関係は、,幾階層分解に伴 う漁場
利益の独占化と村民全体に還元される共有財産化という二っの方向性を併存させて展開 していくの
である。そして、漁場の持つ後者の属性、すなわち 「漁場ホスピタリティー⊥は、道路 ・橋梁 ・学
校建築や救荒費などに投入され、明治初期における町村の近代化過程において一定の役割を果たし
ていくこととなる。




漁場利益の分配 ・利用をめ ぐる村方での事実関係 一が、領主の漁政を規定する基本的な要素 となっ
ていたのである。これは、領主権力による漁村支配の最終的な目的である運上 ・役徴収が、漁村に



















ところで、明治8年 、岩手県では、漁場を一般入札に付 し、最 も高額の入札を行なった者に年限
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付きで漁場の経営権を与える、漁場入札制が制度化された。 この結果、従来村受 という形で漁場を
所持 してきた村方 も一法人として入札を強制され、商人資本など他の入札者 と競合関係に立っ こと




進する。その具体的な中身は、(ア)津軽石川などにおいて施行されていた 「瀬川仕法」(夜 漁 の禁止
と鮭稚魚の保護 とを組み合わせた資源管理慣行)、α)宮古川において施行されていた 「木の葉彿」
(鮭の産卵期に合わせて鮭留を開放 し、鮭の遡上 ・産卵を維持する資源管理慣行)と い う二っの資
























政府の漁政が、岩手県の漁政に反映 した結果だと捉え られてきた。 しかし、 この指摘に何 ら論拠は
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無 く、また、当該期が政府漁政の展開の上で、府県取締規則期(全 国統一的な漁業法を欠如 したま
ま、漁業税賦課および漁業取締が府県に委任され、地域的特質を伴 った漁業取締規則が各府県にお
いて独自に作成された段階。明治9年 から同19年 まで。)と 呼ばれる段階に当た っていたことを勘
案すると、当該期における県庁漁政転換の要因は、政府漁政 という外的要因と県内部の内的要因と
の結合として理解されるべきだと考える。では、この場合の内的要因 とはいったい何だったのか。










慣行を調査 ・吸収することによって資源管理政策を展開 していくこと、 ところが、明治15年頃から、
県庁勧業課が税務課主導の漁政を、水産資源の 「保護蕃殖」政策推進 という立場か ら批判 しっっ、
漁場入札制の廃止を主張 し、「水産組合」の設立によって、独 自の 「保護蕃殖」政策を推進 し始 め
ること、そして、 このような税務課と勧業課との県庁漁政をめ ぐるせあぎ合いの中で、明治16年 、
税務課によって堅持されて きた漁場入札制が廃止され、無年限で漁場村受が認められることとなっ
たこと、を明 らかにした。では、'このような県庁漁政を主導する行政機構の変容は、なにゆえ起こっ
たのであろうか。本章では、 このような変容の背後に、明治14年 に新設された農商務省 と府県勧業
課の行政 ラインのもとで推進された、国家的な水産資源の 「保護蕃殖」政策の展開があったことを















以上、第1章 から第4章 に渡り、近世から近代初期に至る漁村 ・漁政の展開過程に分析を加える
中で、「漁場ホスピタリティー」 と資源管理慣行の二っを、当該地方に於ける近世漁村 の歴史的達
成 として抽出してきた。これ らの歴史的達成 は、明治8年 の漁場入札制の制度化によって、ひとた
び否定 されることとなるものの、県庁は、明治10年代前半 に、 これらを積極的に吸収 ・再編 し、県
庁漁政に改変を加えていくこととなる。一方、本稿における分析の結果、県庁漁政を規定するもう
ひとつの要素である政府漁政が県庁漁政 に対 して主導性を発揮 し始めるのは、岩手県の場合、とく
に明治15年 頃からであることが明 らかとなった。それは、水産資源の 「保護蕃殖」をスローガンに、
農商務省一県庁勧業課ラインのもとで進められたものであった。つまり、明治15年頃を画期として、
県庁漁政展開のあり方に大きな変質が生 じているということになる。以上のことをまとめると、冒
頭において提示 した本稿の課題 に対する結論 として、次のことを指摘 しえよう。すなわち、近代初
期における県庁漁政の展開は、管轄地域における漁村 において近世期を通 して形成されてきた特質
(=達 成)を 吸収 ・再編することによって展開される明治10年 代前半の段階と、 それを前提 としっ
っも、水産資源の 「保護蕃殖」をスローガンに、農商務省 一県庁勧業課 ラインのもとで政府漁政の
影響を強 く受けつつ展開される明治15年 以後の段階、 という二段階を経て展開 していく、というこ
とである。
3補 論 要 旨
本論が近世 ・近代移行期を主な分析対象としたのに対 して、補論は、分析対象を近世期に限定し、
三陸地方における漁業 ・漁業社会の展開過程が有 した歴史的特質に関 して、あ くまでも三陸という
「地方」に視点を置きっっ考察を加えてみようとしたものである。具体的には、盛岡藩における漁
業およびそれをめぐって形成される漁業社会の展開を、地域内部か ら発揮される内発的発展の要素
と、地域外漁民 との交流を通 した外発的発展の要素とを、統一的に捉える中で描 き出すことを課題
とした。分析素材 は、17世 紀後半か ら18世紀初めに盛況を見た関西漁民の三陸出漁である。
紀州漁民を初めとする関西漁民は、近世前期において活発な他国出漁を展開し、 日本漁業史上大
きな歴史的役割を果たしたことか ら、近世漁業史研究のメインテーマであり続けてきた。 しか し、
そこでは彼らの先進性やパイオニア性の強調 される傾向が強 く、入漁される 「地方」の側の問題は
ほとんど顧みられることが無かった。 しかし、他国出漁は彼 らの一方的な事情で実現できるもので
はなく、入漁先の地域社会内部に彼 らを受け入れる歴史的条件があって初めて可能であったと考え
る。 よって、「地方」の視点を組み込まないままでは、関西漁民の他国出漁を もた らした歴史的状











漁業社会のその後の展開に、 どのような特質を与えたのか。補論一2「 近世における漁場の構造 と
漁業社会」では、前述 した関西漁民の三陸入漁を契機として、当該地方 に漁場の外延的発展が促 さ
れ、従来か ら当該地方に存在 した 「地付」漁場(陸 に接 して広がる地先海面や河川)の 外延に 「沖」
漁場が形成されて くることを指摘、さらにそれに伴って、漁業社会 も 「地付」をめぐる漁業社会 と






これに対 して本稿 は、いわば 「沖」から、当該地方における新たな漁業社会史像の提示を試みたも




論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、三陸地方を対象に、近世を通 じて形成されてきた漁村 ・漁政の歴史的 ・地域的特質を
踏まえて、明治初期における岩手県漁政の展開をく漁村一県庁 一政府〉の関係構造の中で動態的 ・
段階的に検討 したものである。序章、第一章～第四章、終章、および補論一 ・二から構成 されてい
る。
序章では、明治初期の府県漁政を、国家の漁政を浸透させる制度的媒介であったと同時に、当該



























という観点か ら、漁業 ・漁村史に新たな地平を切 り拓いている。
第四章 「明治10年 代における岩手県漁政の展開と国家」では、明治初期、特 に10年代の岩手県の
漁政をく政府一県庁一漁村〉の関係構造の中で分析 し、それが漁場ホスピタリティ=と 資源管理慣
行という近世漁村の歴史的達成に少なか らず規定 され、それらを吸収 ・再編する形で展開したこと、
および当該期の政府行政の転換一財政悪化に伴 う殖産興業政策の縮小 ・転換 と国家財政の地方財政
への転化一とも密接に関わ りっっ展開したこと、を指摘 している。
終章では、序章で提示 した課題と分析視角に合わせて各章のまとめをしている。
本論が近世 ・近代移行期を主な分析対象としたのに対 し、補論 は分析対象を近世期の三陸地方の
漁業 ・漁業社会に限定 し、その展開過程の特質を 「地方」の視点から考察 したものである。補論一
「17世紀後半における関西漁民三陸出漁の歴史的状況」では、従来、先進性やパ イオニア性の強調
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される傾向の強か った関西漁民の他国出漁を、彼らを受け入れる 「地方」の視点からとらえ返 し、
それが当該地域の商人資本や漁業経営者の呼び寄せにもとつ くものであったことを明らかにしてい
る。そして、補論二 「近世における漁場の構造と漁業社会」では、関西漁民の三陸入漁を契機に従
来の地付漁場の外延に 「沖」漁場が形成され、それに伴い 「沖」をめぐる独自の漁業社会 も成立 し
たことを解明 し、漁業社会史に新たな照明を当てている。
以上が本論文の要旨であるが、近世か ら近代初期に至る漁村 ・漁政の展開の分析を通 じて、近世
漁村の歴史的達成 として漁場の共有財産機能と資源管理慣行を検出し、それが近代における県庁漁
政の展開を大きく規定 していたことを解明する一方、県庁漁政を国家行政全体と関連づけて考究 し
た点は、高い評価を与えてよい。漁場の共有財産機能を 「漁場ホスピタリティー」なる用語で表現
している点はやや適切さに欠けるきらいはあるが、本論文で提示 した視点と解明した史実自体は、
漁業 ・漁村史のみならず、地域史、藩政史、近代行政史などにも新たな地平を切り拓 くものである。
よって、本論文の提出者は、博士(文 学)の 学位を授与されるに十分な資格を有するものと認め
られる。
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